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「短期入所生活介護事業所」のご利用について 
       （ショートステイ 伊勢あさま苑） 

（平成 30 年 4 月 1 日現在） 
 
 
１、施設の目的    当施設は、介護保険法令に基づく短期入所生活介護施設 
     として、要介護者のケアプランに基づいて行う入浴・排泄 
        食事等の介護とその他の日常生活上の世話・援助等のサー 
        ビスを行います。 
           
 
２、運営方針    ・提供するサービスは、介護保険法並びに関係する厚生労 
           働省令・告示の趣旨に沿ったサービスを提供します。 
          ・契約者の主体性と自主性を尊重した契約者本位のサービ 
           スに努めます。 

・自立支援のための介護サービス計画書の作成と実践によ 
る適切かつ効率的なサービスに努めます。 

          ・事故や災害防止に最大限努力し、契約者の安全対策及び 
プライバシーの保護とバリアフリー化に努めます。 

          ・各種地域福祉サービスの推進とボランティアの受入など 
           地域との連携・交流を進めます。 
          ・施設の専門性を高めるため、職員の意識改革と資質向上を 
           図り、質の高いサービスの提供に努めます。 
 
 
３、入所定員      １５名 
 
 
４、サービスの提供 ・通常のサービスをご利用いただく地域は、伊勢市内です。 
 
 
５、施設の設備等の概要    
 

居室 

４人部屋 ３室 医務室 １室 

個室（１人部屋） ３室 食堂・談話室 １室 

合計 ６室 浴室 一般浴槽と特別浴槽 １室 
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６、職員体制      
《主な職種の配置状況》 

職   種 常 勤 非常勤 合 計 備  考 

管理者（施設長） １名（専従）   １名 

 医    師  1 名（専従） １名 

介 看  護 師   ３名（専従２兼務１） ３名 ※看護は、デイ

看護不在時に 護 准看護師 ２名（専従） ２名（専従） ４名 

看 介護福祉士 １７名（専従 1５・兼務２） ３名（専従）  ２０名 

デイサービスに

入る       

※常勤栄養士

は管理栄養士 

護 １～２級修了者 ４名（専従）  ４名 

職 その他 ２名（専従）   ２名 

員 計 ２５名 ８名 ３３名 

 生活相談員 ２名（専従 1・兼務１）  ２名 

機能訓練指導員  1 名（兼務） 1 名 

栄養士 1 名（専従） １名（専従） ２名 

 

㊟ 配置人数は、特養を含めた人数です。  

 

７、勤務体制  
《主な職種の勤務体制》 

医  師 週 2 回 （月・金曜日） １４：３０～１６：３０ 

看護職員 
標準的な最低配置人数 （８：３０～１８：００）     

 ２ ～ ３名   （夜間・自宅待機） 

介護職員 

 標準的な時間帯における最低配置人数  

早勤    ７：００～１６：００      ３ ～ ４名 

日勤   ８：３０～１７：３０     ３ ～ ４名 

遅勤   ９：３０～１８：３０          1 名 

遅勤 A  １０：００～１９：００         １名 

  夜勤   １７：００～ 翌９：００        ３名 

 

8、提供するサービスの内容 
  当施設では、契約者に対して次のサービスを提供します。 
 （１）食事 
      当施設では、管理栄養士の立てる献立表により栄養並びに契約者の身体の 
      状況及び嗜好等を考慮した食事を提供します。 
      契約者の自立支援のために離床して食事を取っていただくことを原則とし 
      ています。 

（食事時間） 
・朝 7：30～8：30、・昼 12：00～13：00、・夜 17：30～18：30 

 （２）入浴 
      入浴は、週 2 回（月木）、（火金）、（水土）の曜日に分かれて入浴します。 
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      寝たきりの方も、機械浴槽（特別浴）を使用して入浴できます。 
 （３）排泄 
      排泄の自立を促すため、契約者の身体能力を最大限活用した援助を行い 
      ます。 
 （４）機能訓練 
      看護師により、契約者の心身等の状況に応じて日常生活に必要な機能の 
      回復又はその減退を防ぐための訓練を行います。 
  

（５）生活相談 
      契約者とご家族の日常生活における相談に応じます。 

（６）健康管理 
      当施設の嘱託医師及び看護師が、契約者の健康管理を行います。 
 （７）その他 
    ①理容サービス 
       理容師の出張サービス（調髪・ひげそり・洗髪）の利用や理美容学校 
       実習ボランティア、職員が散髪・ひげそりなどのサービスを行います。 
    ②貴重品等の保管及び日常費用支払代行サービス 
       希望により、貴重品等の保管サービスを行います。 

☆ お預りできるもの 
年金証書、健康保険証、介護保険証、健康手帳など 

☆ 保管管理者 
   施設長 

    ③レクリェーション及びクラブ活動 
       契約者の希望により、レクリェーションやクラブ活動に参加できます。 
       クラブ活動は、書道、絵画、カラオケなどがあり、参加は自由です。 
 
９、サービス利用料金 
 （１）介護保険の給付対象となるサービスの利用料金 
    介護保険法に基づく下記の料金表のとおり、契約者の要介護度に応じた利用料金を 
   支払っていただきます。（但し、食費、居住費については実費となります。） 

 
【多床室・個室】１日あたりの利用料金 介護保険負担割合 １割 の場合 
 

要介護度 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

利用料金（A) ５，８４０円 ６，５２０円 ７,２２０円 ７,９００円 ８，５６０円 

介護保険から給付される金額

（B)  ５,２５６円  ５,８６８円  ６,４９８円 ７,１１０円 ７,７０４円 

用者負担額（A)-（B) （C)   ５８４円   ６５２円  ７２２円  ７９０円   ８５６円 

サービス提供体制強化加算（D)       １８  円 

夜勤職員配置加算（Ｅ）      １３  円 



4 

療養食加算（Ｆ) ※            （２４） 円 ※ ８円×３回 

送迎加算（片道）（Ｇ）※ （１８４） 円 

食費に係る契約者負担額(Ｈ) 朝食代２８０円、昼食代６００円、夕食代５００円 

居住費（多床）（Ｉ) ８４０   円 

居住室（個室）（Ｉ）‘ １，１５０  円 

介護職員処遇改善加算（Ｊ）    ３７円     ４１円    ４５円   ４９円   ５３円 

契約者負担合計額(多床室）Ｋ）   ２，８７２円   ２，９４４円  ３，０１８円  ３，０９０円  ３，１６０円       

契約者負担合計額(個室）Ｋ）‘ ３，１８２円  ３，２５４円  ３，３２８円  ３，４００円  ３，４７０円 

      

【多床室・個室】１日あたりの利用料金 介護保険負担割合 ２割 の場合 
 

要介護度 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

利用料金（A) ５，８４０円 ６，５２０円 ７,２２０円 ７,９００円 ８，５６０円 

介護保険から給付される金額

（B)  ４,６７２円  ５,２１６円  ５,７７６円 ６,３２０円 ６,８４８円 

用者負担額（A)-（B) （C)   １，１６８円  １,３０４円  １,４４４円   １,５８０円  １,７１２円 

サービス提供体制強化加算（D)       ３６  円 

夜勤職員配置加算（Ｅ）      ２６  円 

療養食加算（Ｆ) ※                  （４８）  円  ※ ８円×３回×２ 

送迎加算（片道）（Ｇ）※    （３６８） 円 

食費に係る契約者負担額(Ｈ) 朝食代２８０円、昼食代６００円、夕食代５００円 

居住費（多床室）（Ｉ） ８４０   円 

居住費（個室）（Ｉ）‘ １１５０  円 

介護職員処遇改善加算（Ｊ）    ７４円     ８２円    ９０円    ９９円   １０６円 

契約者負担合計額(多床室）Ｋ）   ３，５２４円   ３，６６８円  ３，８１６円  ３，９６１円  ４，１００円       

契約者負担合計額(個室）Ｋ）‘   ３，８３４円   ３，９７８円  ４，１２６円  ４，２７１円  ４，４１０円 

                                                                             
○ご契約者の要介護度に応じた利用料金(A)から介護保険からの給付額(B) を差し   

引いた契約者負担額(C)とサービス提供体制強化加算(D)、夜勤職員配置加算（Ｅ）   
食費（提供した分）（Ｈ）居住費（Ｉ＝多床室、Ｉ’＝個室）介護職員処遇改善加算 

（Ｊ）を加えた合計金額（Ｋ)（Ｋ）’が１日あたりの負担していただく利用料金です。 
※（Ｆ）と（Ｇ）はサービスを提供した場合に加算されます。 
 

○ 食費、居住費は、保険給付対象外です。ただし、契約者負担段階により、１日 
   あたり下記のとおりとなります。 
       

  第 1 段階 第 2 段階 第 3 段階 第 4 段階 

食費に係る契約者負担額 300 円 390 円 650 円 1,380 円 

居住費（多床室） 0 円 370 円 370 円  840 円 

居住費（個室） 320 円 420 円 820 円 1,150 円 
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 （２）介護保険の給付対象とならないサービスの利用料金 
    以下のサービス料金は、基本的にご利用された方に全額負担していただきます。 

① 個人所有の電気器具等の使用料（電気使用料） 
   ・テレビ  1 日 50 円  ・電気毛布   1 日 30 円 
   ・扇風機  1 日 35 円  ・あんか    1 日 30 円 

    ・ラジオ  1 日 20 円  ・電気カミソリ 1 ヶ月 150 円 
② おやつ代  １日 １００円 
③ 特別食の超過分（実費） 
④ 趣味的活動に係る材料費 実費 
⑤ その他  買い物サービスの費用などは、すべて自己負担となります。 

 
10、利用料のお支払い方法 
  ・支払い方法は、①現金又は銀行振込及び郵便振替、②預金口座(百五銀行 
   郵便局)からの引落し・・・の 2 つの方法があります。 
  ・いずれの方法にするかは、ご契約の時に申し出ください。 
  ・利用料金は、1 ヶ月分まとめて翌月の１０日までに計算し、１５日頃に請求書を 
   郵送します。 
  ・利用料金の支払いについて、困難な状況が発生した場合は相談に応じます。 
 
11、ご利用方法・手続き 
 （１）利用の手続き 
    ①サービスをご利用できる方は、介護度が要介護と認定された方です。 
     利用を希望される方は、当苑へ直接又は担当の介護支援専門員を通じて 
     申し込んでください。 
    ②利用期間等が決定したら「利用契約書」を結び、ケアプランに基づいて  
     サービスを行います。ご利用の予約は１ヶ月前から受付けます。 
 
12、契約の終了（施設の退所） 
    ①契約者の都合でサービス利用契約を終了する場合 
     短期入所生活介護サービスを利用中でなければ、申し出によりいつでも 
     解約できますが、その後の予約は無効とさせていただきます。 
    ②契約の自動終了 
     次のような場合には、利用途中に双方の合意がなくても、自動的に契約を 
     終了させていただきます。それ以降の予約は、無効となります。 

・ 契約者が死亡されたり、被保険者資格を喪失した場合 
・ 要介護の認定区分が非該当（自立）と認定された場合 
・ 契約者が他の介護施設等へ入所した場合 
・ 契約者が中途退所を希望した場合 
・ 契約者が当施設や当施設の従業員及び他の利用者の生命・身体・財物・ 

信用等に故意又は過失により、重大な影響を与える行為があった場合 
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・ 入所当日の健康チェックにおいて体調が悪かったり、利用中に体調が悪 
くなり、短期入所生活介護が困難となった場合 

○3 その他 
・ 利用された方で利用料金の支払いが６ヶ月以上遅延し、料金の支払いに 

ついて再三にわたって催告しているにもかかわらず、依然として支払いが 
ない場合には、利用をお断りすることがあります。 

・ 当施設が正当な理由もなくサービスを提供しなかったり、守秘義務に違反 
したり、契約者及びその家族等に社会通念上逸脱するような行為を行った 
り、更には、倒産した場合には、契約者及びその家族等から文書で契約を 
終了することができます。 
 
 

13、利用中の医療等について 
  ○ご利用中に医療機関等への診療を必要とする場合は、家人にて送迎と介助等  
   をお願いすることになります。なお、家人において送迎が困難な場合には、 
   当施設が代行します。 
   この際には、送迎費として別途負担していただきます。 
    （送迎は市内の医療機関等に限らせていただきます。） 

○ 緊急時の対応 
発熱、転倒等により契約者の容態に大きな変化が生じた場合には、 
医師に連絡し必要な応急処置を講じ、ご家族へすぐ連絡するとともに 
状態によっては、救急車にて協力病院へ搬送します。 

 
14、事故発生等緊急時の対応 
    サービスの提供中に事故が発生した場合には、看護師にすぐに連絡すると共に 

嘱託医からの指示を受けて、応急処置を講じます。 
状況によっては、救急車を要請し、協力病院等へ搬送します。 
応急措置後、すぐにご家族に連絡し、市町村等関係機関へ通報(報告)します。 
事故処理後、すみやかに対策会議を開催して、事故の原因を解明し、再発防止 
に努めます。 
 

15、非常時等の災害対策 
    契約者の安全対策の１つとして消防法に基づく消防計画書を策定し、予防管理 
    対策、自衛消防活動対策、震災対策に重点をおいた防災教育及び年２回以上の 
    防災・避難訓練等を実施します。 
    また、スプリンクラー設備、火災報知設備などの消防用設備を完備するととも 

に、これらの諸設備が非常時に正しく稼動するよう定期点検を行います。 
 


